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ま と め
HBCDの使用規制に当たっては，

多基準に基づいた意思決定を行う必要がある
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年

繊維

樹脂

環境省（2007），FRCJ（2007）から推定

H
B

C
D

ヘキサブロモシクロドデカン
Hexabromocyclododecane

繊維製品
（カーテン）20～25%

75～80%

Br

Br

Br

Br

Br

Br

発泡ポリスチレン
（XPS）＝断熱材

2013年度で全廃

2013年度までに
5%削減

■HBCDの用途

■HBCD使用の目的
難燃性の付与（JIS K 7201, JIS A 9511, 建設省告示第

1828号，建設省告示第1231号に規定）

背 景

■HBCDのリスクの議論

CMR物質

閾値あり 閾値なし

「同等の懸念」

CMR PBT vPvB 内分泌かく乱

PBT物質

vPvB物質

リスクが十分に管理さ
れることが示されるか

「社会経済的便益が

リスクを上回り」かつ「適当
な代替物質・技術がない」

ことが示されるか

示されない

示されない

示される

示される

許 可 不 認 可

（2013年6月1日ま
でに再度見直し）

候補物質

Screening

濃縮度係数 or 

オクタノール水
分配係数

リスク評価

遠隔地域のモニ
タリング情報

Screening 

蒸気圧・大気中
半減期

Screening

水中 or 土壌
中 or  底質中
半減期

プライオリティ物質選定

社会経済的な検討

or

and

プロトコル

リスクの判定

リスク管理

Stage 1

Stage 2

Stage 3

Stage 4

候補物質の提案

付属書Dに基づき審査
（PBT，長距離移動性）

付属書Eに関する情報収集

リスクプロファイ
ルの作成

長距離移動の結果，悪
影響を及ぼすか否か

付属書F（社会経済上
の検討に関する情報）
に関する情報収集

検討委員会によ
る評価書の作成

検討委員会による勧告

締約国会議における決定

Screening

Risk management

Risk Profile

Decision

REACH SVHC UNECE POPsUNEP POPs

現在

■HBCD管理の議論の必要性
将来

→

よ
く
分
か
っ
て
い
な
い

考 察 ① HBCD非含有
XPS

HBCD含有
XPS

酸素指数 10 26

火災リスク ？ ？

HBCDの火災リスク
低減量定量化
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火災の
重大さ

シナリオ1

シナリオ2

シナリオ3

(一定)
HBCDにより火災リスクは
1/5～1/2に低減されている1/5～1/2倍

火災
リスク

結局

＝影響の重大さ×発生確率

XPS代替に関する
社会経済分析

①熱抵抗の基準値
（次世代基準，新基
準，旧基準）

②断熱材
の熱伝導率

③各基準を満た
す断熱材厚さ

⑤各基準を満
たす単位面積
当たり⊿コスト

④単位面積・厚さ
当たりコスト

⑥単位面積・
厚さ当たり重量

⑧各基準を満た
す単位面積当た
り⊿CO2排出量

⑦CO2排出量
原単位

⑲都道府県
別断熱基準別
適合割合推移

⑱都道府県
別新築投入数
の経年変化

⑬都道府県別
住宅の平均階数

⑭地域別
1住宅当たり
床断熱面積

⑪都道府県
別住宅数

⑫地域別1住宅
当たり壁断熱面積

⑩壁断熱面
積変換式

⑨都道府県別1

住宅当たり延べ
床面積

⑰地域別1住宅当
たり⊿CO2排出量

⑯地域別1住宅
当たり⊿コスト

⑳断熱工法
割合

㉑代替に伴う
⊿コスト

㉒代替に伴う
⊿CO2排出量

⑮XPSの施工
部位別シェア

押出発泡ポリスチレンフォーム（XPS）3種

製造 廃棄輸送解体建設輸送

高性能グラスウール（GW）16K

製造 廃棄輸送解体供用建設輸送

ポリウレタンフォーム（PUR）2種3号

製造 廃棄輸送解体建設輸送

機能単位

→ 図 断熱材の種類によ
る⊿コスト，⊿CO2排出量
推計フロー

← 図 断熱材の代替評価
における機能単位とシステ
ム境界の設定
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考 察 ③

年間8,000kt～175,000kt

のCO2削減機会の損失

XPS→GW代替

コ
ス
ト
増

年間28.7億円
のコストアップ

限界削減費用曲線
AIMモデル（国環研 2009）

考 察 ②

HBCD代替に関する
社会経済分析

HBCDに代替物質は存在し
ないといわれているが・・・

最新の開発
動向（文献）

コスト情報
（文献）

Br

Br

Br

Br

テトラブロモシ
クロオクタン

年間13億円
のコストアップ
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出荷量合計

2,000t
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?t

リ
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1,199t 1,048t

91t

290 t

一般建築：6180 
t
RC造：4830 t

木造：2340 t

他：480 t

216t

11t
カーテン：2340 t

車製品：288t

60t

34t

242t

21t

219t

275t

2170 t

168t

ストック量2000年のフロー

製品

排出物

横山ら（2008）

HBCDのマテリアルフロー（2000年）
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真名垣ら（2009）

真名垣ら（2009）

多媒体モデル
非平衡・非定常

物性パラメータ：
酒井ら(2007, 2008, 

2009)，EURA(2008)

参考モデル：
中西ら(2008)

岩田(2010)

HBCD大気排出量

HBCD水域排出量

禁止措置による
濃度減少傾向予測
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HBCD製品製造禁止

ベースラインシナリオ 2010年禁止シナリオ

年間（20年平均） 156g(大気中)，3,172g(土壌中)，475g(水中)，22g(底質中)HBCDの減少
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Key words：臭素系難燃剤，建築用断熱材，社会経済分析，政策評価

廃棄方法オプション
間比較

現在のXPSの廃棄割合
焼却：埋立て：リサイクル＝13%：72%：15%

シナリオ①：ベースラインシナリオ（現状）
シナリオ②：全量埋立てシナリオ
シナリオ③：全量焼却シナリオ
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オプション比較 内容 廃棄コスト
HBCD
排出量

CO2

排出量

シナリオ①→② 全量埋立 － ＋ －
シナリオ①→③ 全量焼却 ＋ － ＋

HBCD排出量の点では
全量焼却が，コスト＆
CO2排出量の点では
全量埋立が好ましい

廃棄コスト

HBCD排出量

CO2排出量

目 的 ・ 方 法

現状の環境リスク主眼の意思
決定では最適解を導けない

≪HBCDは現状必要不可欠な難燃剤である。
⇒環境リスク有り・無しの議論だけで良いか？≫

手法論の提案
HBCDは使用規制すべき？

すべきでない？

HBCDのリスク
が管理できる？

HBCDのベネ
フィットはある？

HBCD（XPS）の

廃棄段階が確立
できる

使用し続けても
環境中濃度は減
少傾向＝リスク

減少

JIS規格・消防
法の防火規格
は火災リスクを
低減している？

XPSはなくてはな
らない断熱材か？

そもそもHBCDがな
くてはXPSが使用で
きないのか？（火災

リスク）

XPSを使用可能
にする能力

HBCDの代替物
質はないのか？

XPSの代替に関す
る社会経済分析

火災リスク
定量化分析

廃棄処理にお
ける実現性の

検討
将来の環境中濃
度推移モデル

政策オプションの
濃度減少比較

HBCDの代替に
関する社会経済分析

考察①

考察⑤

考察④

考察③

考察②

（現状）使用規制が実施されると・・・
▼環境中HBCD量を年間3.8kg削減可能
▼年間160ktのCO2排出量削減可能
▲年間28.7億円のコストアップ
▲年間火災リスクは現在の2～5倍に上昇

（XPS→GWに代替，代替物質なしの場合）

解釈

mailto:inoue.tomoyah@gmail.com

